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インターネットを通じて海外の消費者に役務提供した場合の
消費税の課税問題
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概要
　インターネットを通じて海外の消費者に役務提供した場合に、輸出免税の適用要件であ
る証拠が提示できないことによって輸出免税が適用できないケースが出てきている。これ
はそもそもインターネット上での取引形態に消費税法が対応できていないのが原因であ
る。今後、各国が国外事業者に登録させる制度を導入した場合に、わが国事業者に輸出免
税が適用できないとしたら、国内事業者が国際競争上不利になる可能性があるという問題
を提起した。
キーワード： 消費税、付加価値税、国境を越えた役務提供等、輸出免税、電子商取引、登
録
Abstract
　　The rise of the Internet has brought about problems for taxation authorities, such as 
the issue of ‘export exemption’ for Consumption tax on service provided to overseas con-
sumers. The Japanese taxation system is as yet unable to cope with this kind of transac-
tion.
　　This paper discusses the impact this has on Japanese companies that are unable to 
take advantage of the export exemption, and the wider implications for the economy.
Keywords: Consumption Tax, VAT, Cross-Border Services, export exemption, electronic 
commerce, registration
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1．はじめに
　近年、経済のデジタル化の進展に伴い、経済取引の形態は実物取引だけでなく、イン
ターネット上のみで取引されるデジタル財の割合も急速に伸びてきている。
　例えば、経済産業省が 2012年における海外からの役務提供の市場規模を推計したデー
タによれば、インターネット広告は 3,900億円、クラウドサービスは 2,300億円、電子書
籍は 350億円と推定されている（1）。
　また、2012年において、海外の事業者が、わが国の消費者に対してデジタルコンテン
ツをどれだけ販売したのかについて、推計したデータによれば、広告は 2,668億円、電子
書籍は 352億円、クラウドサービスは 1,482億円、音楽は 231億円、ソフトウェアは
133億円、映像は 105億円、ゲームは 126億円、有料メールマガジンは 22億円と、それ
ぞれ推計されている（2）。
　経済産業省の調査によると、2013年 1月～ 12月の消費者の電子商取引の利用率は、
日本の消費者は 87.1％、米国の消費者は 87.3％、中国の消費者は 95.5％となっており、
各国において大多数の消費者が電子商取引を利用しているというデータもある（3）。
　そして、2013年の米国の消費者が日本から電子商取引で購入した額は 4,323億円、同
じく中国の消費者が日本から購入した額は 3,902億円であった（4）。
　このように、インターネットを通して国境を越える電子商取引の規模は非常に大きく
なってきており、このような状況に対して OECD租税委員会や政府税制調査会で、国境
を越える役務の提供に係る所得課税や消費課税の問題について議論されている（5）。
2．問題の所在
　このようなインターネット取引の普及・発展を背景として、国境を越える役務提供の課
税問題が再度クローズアップされることになった（6）。このきっかけとしては、単に、イ
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ンターネット取引の市場規模が拡大したというだけではなく、米国の大手 IT企業等によ
る国境を越えた租税回避スキームが EUやアメリカにおいて問題として取り上げられ、こ
れを解決するために OECD租税委員会で BEPS（Base Erosion and Proﬁt Shifting）問題
として対応策が議論されたこともあろう。
　その議論の結果として、BEPS行動計画 1において、国境を越える電子商取引に係る課
税問題が取り上げられ、2014年 9月 16日に BEPS報告書（電子経済の課税上の課題へ
の対処：Addressing the Tax Challenges of the Digital Economy）として公表されてい
る （7）。
　また、わが国でも政府税制調査会の国際課税ディスカッショングループにおいて、議論
が進められ、平成 27年度税制改正を視野にいれた具体的な改正案が示されている。
　このように OECDでもわが国でも国境を越える役務提供の問題が取り上げられ、議論
されているが、そのいずれも国境を越えて役務提供される側における課税問題についてで
ある。言い換えると、それは、国境を越えて役務提供を輸入する場合の課税問題なのであ
る（8）。
　他方、国境を越える役務提供には輸出する場合も考えられるはずであるが、この問題に
ついては、平成 27年度税制改正案には挙げられていない。
　しかし、この問題は、わが国のデジタルコンテンツ産業の発展を考えた場合、非常に憂
慮すべき事態となっている。すでに、別稿でも取り上げたが、わが国事業者が海外の消費
者にデジタルコンテンツを販売した場合に、輸出免税が適用できないという事態が発生し
ている（9）。
　そこで、本稿は、輸出免税が適用できない事例を取り上げ、消費税法が経済のデジタル
化に対して対応できていないことを論証し、また、現在 OECDやわが国で議論が進めら
れている国境を越えた BtoC取引に係る消費税の課税問題と関連して、想定される問題点
を指摘することを目的とするものである。
3．輸出免税の概要
　まず、ここでは輸出免税の規定の趣旨について考察し、輸出免税の規定を確認した上
で、当該輸出免税の適用要件を検討することで、インターネットを通じて海外の消費者に
役務提供した場合に輸出免税が適用できるかについて考察する。
3.1.　輸出免税の趣旨
　輸出免税とは、事業者（免税事業者を除く。）が輸出取引等として行う課税資産の譲渡
等（外国との間で行う輸送、通信等を含む。）については、消費税を免除する、というも
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のである（消法 7、消令 17）。すなわち、本来は、課税資産の譲渡等（消法 2、4、28、
消令 2）に該当する取引であるが、その売上げに係る消費税を免除するというものである。
　わが国消費税は、「内国消費税であり、国内において消費される物品やサービスについて
負担を求めるものであるので、輸出及び輸出類似取引については、免税とされる（10）」こ
ととなっており、これは、日本国内での消費を対象として消費税を課するとする、仕向地
主義（消費地課税主義）というわが国の原則的な考え方を表している（11）。
　消費税が導入された当時の大蔵省主税局長である尾崎護氏によれば、輸出免税の趣旨に
ついて、「外国に輸出される物品等は、通常、輸出先の国において間接税が課されるので、
我が国において輸出される物品等に消費税を課すこととすると、間接税が二重に課される
ことになる。
　そこで、物品やサービース（ママ）の消費について課される間接税は、物品やサービス
が消費される国において課税することとし、輸出される物品等については、間接税の負担
がかからないように国境税調整をするのが国際的慣行となっている。（12）」と説明している。
　すなわち、輸出される物品は、国外で消費されることから、仕向地主義の考え方からす
ると、輸出する物品には課税しないということである。
　そこで、次に輸出免税に係る条文を確認してみる。
3.2.　輸出免税の規定
　ここでは、インターネットを通じて海外の消費者に役務提供した場合にどの規定が適用
できるのかについて確認する。
　消費税法 7条 1項では、「事業者（第九条第一項本文の規定により消費税を納める義務
が免除される事業者を除く。）が国内において行う課税資産の譲渡等のうち、次に掲げる
ものに該当するものについては、消費税を免除する。」と規定している。そして、次に掲
げるものには、本邦からの輸出として行われる資産の譲渡又は貸付け（一号）、外国貨物
の譲渡又は貸付け（二号）、国内及び国内以外の地域にわたつて行われる旅客若しくは貨
物の輸送又は通信（三号）、専ら前号に規定する輸送の用に供される船舶又は航空機の譲
渡若しくは貸付け又は修理で政令で定めるもの（四号）、前各号に掲げる資産の譲渡等に
類するものとして政令で定めるもの（五号）、が掲げられている。
　したがって、インターネットを通じて海外の消費者に役務提供した場合は、一～四号は
該当しないので、五号が適用できれば、輸出免税ができる可能性があることになる。
3.3.　輸出免税の適用要件
　消費税法 7条 2項では、「その課税資産の譲渡等が同項各号に掲げる資産の譲渡等に該
当するものであることにつき、財務省令で定めるところにより証明がされたものでない場
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合には、適用しない。」と規定している。
　すなわち、必要な証明がない場合には、7条 1項の輸出免税の規定の適用が受けられな
い。
　そこで、次に、インターネットを通じて海外の消費者に役務提供した場合に、証明しな
ければならない事項とは、どのような内容なのかについて確認する。
　海外の消費者に役務提供した場合には、消費税法施行規則 5条 1項四号が適用される
ことになる（消基通 7-2-23（3））。
　1項柱書には、財務省令で定めるところにより証明がされたものは、同条第 1項に規定
する課税資産の譲渡等のうち同項各号に掲げる資産の譲渡等に該当するものを行つた事業
者が、当該課税資産の譲渡等につき、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定め
る書類又は帳簿を整理し、当該課税資産の譲渡等を行つた日の属する課税期間の末日の翌
日から 2月を経過した日から 7年間、これを事務所等の所在地に保存することにより証
明がされたものとする、と規定している。
　そして、四号では、当該資産の譲渡等を行つた相手方との契約書その他の書類で次に掲
げる事項が記載されているものが必要となると規定している。
　イ 　当該資産の譲渡等を行つた事業者の氏名又は名称及び当該事業者のその取引に係る
住所等
　ロ　当該資産の譲渡等を行つた年月日
　ハ　当該資産の譲渡等に係る資産又は役務の内容
　ニ　当該資産の譲渡等の対価の額
　ホ　当該資産の譲渡等の相手方の氏名又は名称及び当該相手方のその取引に係る住所等
　以上のように、インターネットを通じて海外の消費者に役務提供した場合には、上記イ
～ホの要件を満たさなければ、輸出免税の規定は適用されないということが確認できた。
　そこで、次では、それぞれの事項について、アップルとグーグルの例を挙げて、輸出免
税の適用ができるか否かについて考察することにする。
4．輸出免税の適用の可否
　輸出免税が適用できるか否かは、先に検討したように、一定の要件を満たした場合であ
る（ただし、本稿では保存の要件については要件を満たしているものとして考察する。）。
そこで、上記イ～ホまでの要件について確認すると、イ～ニまでは事業者が証明すること
は特に問題ないと思われる。ポイントとなるのは、インターネットを通じて海外の消費者
に役務提供した場合に、ホの当該資産の譲渡等の「相手方の氏名又は名称」及び「当該相
手方のその取引に係る住所等」の要件が存在することである。
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　すなわち、国内の事業者は、インターネットを通じて海外の消費者に役務提供した場合
には、その海外の消費者の氏名及び住所を明らかにできなければ、輸出免税が適用されな
いことになる。
　本稿で問題にしているのは、インターネットを通じて海外の消費者に役務提供した場合
であるから、全世界の消費者を対象としてインターネットを通じて直接販売活動を行って
いる国内の事業者の場合、果たして取引相手である消費者の氏名や住所を確認することが
できるのであろうか、という疑問が浮かんでくる。
　そこで、スマートフォンで代表的なアップルとグーグルのアプリの販売形態について考
察してみる。
4.1.　アップルのケース
　まず、アップルのケースは、アプリの販売会社は、日本に所在する iTunes株式会社と
なっており、米国アップルが日本の消費者に販売しているわけではない（13）。そのため、
アップルのケースでは、日本の消費者が日本に所在する iTunes株式会社からアプリを購
入することになるので、国内取引で消費税は課税されることになる。
　このように、アップルの場合は、アプリ会社は地域別に設置された直営代理店を通して
アップルにアプリを納めるという契約形態になっていることから、日本の事業者が海外の
消費者にアプリを販売する場合には、海外の消費者に直接販売するのではなく、海外の
アップルの代理店を通して販売することになる（14）。
　したがって、日本の事業者にとっての取引相手は、アップルの海外現地代理店となるこ
とから、上記ホの要件である「相手方の氏名又は名称」及び「当該相手方のその取引に係
る住所等」のどちらも証明することが可能となり、輸出免税の規定の適用があることにな
る。
4.2.　グーグルのケース
　他方、グーグルのケースは、アップルとは異なっている。グーグルの場合のアプリの販
売会社について、Google Play利用規約によれば、Google Playから購入する場合、ユー
ザーは、（a） Google Ireland Limitedから直接、（b） 製品の提供者から（グーグル代理販売）、
（c） Androidアプリの場合、Androidアプリの提供者から、それぞれ購入することにな
る （15）。
　すなわち、グーグルのケースでは、（a）～（c）のどの場合でも基本的にアプリ会社が消
費者に直接販売する契約形態になっていることがわかる。
　このように、グーグルの場合は、アップルの場合と異なり、この契約形態は他国の消費
者に販売する場合も同様であることから、日本の事業者が海外の消費者に直接販売するこ
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とになることから、輸出免税が適用されるには、「相手方の氏名又は名称」及び「当該相手
方のその取引に係る住所等」を事業者が証明できなければならない。
　しかし、グーグルは国別の売上高は日本の事業者に提供するが、グーグルは個人情報保
護を理由に、海外の消費者の氏名や住所を開示しないということなので（16）、海外に販売
したことは立証できても、「相手方の氏名又は名称」及び「当該相手方のその取引に係る住
所等」を立証することはできないのである。
　したがって、明らかに海外の消費者に販売しているにもかかわらず、結果として輸出免
税の規定が適用されない、という結論になる。
4.3.　輸出免税規定の問題点
　以上の検討の結果として、現状ではアップルのケースでは輸出免税が適用でき、グーグ
ルのケースでは輸出免税が適用できないということになる。
　果たして、この結果は輸出免税の趣旨に照らして考えると妥当なものであろうか。明ら
かに海外の消費者が利用したことが判明していても、日本の事業者が「相手方の氏名又は
名称」及び「当該相手方のその取引に係る住所等」を証明できなければ輸出免税が適用で
きないというのは、そもそも仕向地主義という消費税の考え方からすると、違和感を覚え
る。
　確かに、輸出免税の規定の適用を受けるために日本の事業者に証明する義務を負わせる
というのは当然だとしても（17）、少なくとも日本の事業者が明らかにしなかったというの
ならばともかく、日本の事業者の問題ではない場合にまで、規定通りに証明を求めるとい
うのはあまりに酷な規定の適用ではないかと思われる。
　この問題は、そもそもインターネット通じて海外に販売することに対して、消費税法が
追いついていないことの現れであると考える。
　この点に関して、水野忠恒教授は、「実際上は、サービスの輸入（国家間の役務の提供）
を規定することは、その行政上の実効性の確保が困難であり、現実にも把握されて課税さ
れるとは限らない。輸出や輸入というのは、関税法上の概念であり、貨物を前提とした税
関による物理的な監督に依存したものである。そのため、物品（貨物）以外の、役務の提
供、さらには知的財産権を課税の対象に含めることは実効性に乏しいと思われる。ここ
に、役務の提供に対する従来の輸入品課税の仕組みの限界があるのである。（18）」と指摘し
ているように、現行の消費税法における輸出・輸入の課税は関税法を前提としたものであ
ることから、税関を前提としており、消費税法はそもそも税関を通らない役務の提供のよ
うな取引形態には、対応できていないのである。
　今後、日本の事業者が海外の消費者に直接販売していくこともより多くなっていくこと
が想定される中で、消費税法がその発展を足止めすることになるのでは、日本のデジタル
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コンテンツ産業にとって大きなダメージとなりかねないことからも対応策を考える必要は
あるのではないだろうか。
　このような現状に対して、わが国ではどのような対応をするのかについて、BEPSの動
向とわが国の対応が関係してくるので、次に BEPSの動向とわが国の動向について確認
する。
5．BEPSの動向とわが国の動向
　ここで、もう一つ考えなければならないのが、BEPSの動向との関係である。この
BEPSの動向に対応して、わが国では平成 27年度の税制改正に国外事業者申告納税方式
を導入しようと現在政府税制調査会で議論が進められている。
　確かに、この国外事業者申告納税方式は海外の事業者に日本に消費者向け取引をする場
合に、日本に登録及び申告納税させるというものであるから、一見すると、日本の事業者
は直接関係ないように思える。
　しかし、これは BEPSにおいて 2014年 9月 16日に 2014年報告書において、行動計
画 1として公表された内容とも関係していることから、ここでは、BEPSの動きと税制調
査会の改正案について考察することにする。
5.1.　BEPSの動向
　2012年に始まった BEPSプロジェクトは、国境を越えた電子商取引の広がり等、経済
のグローバル化に対し、現行の国際課税ルールが追いついていないことから、源泉地国で
も居住地国でも十分に課税されない「二重非課税」の問題や、本来課税されるべき経済活
動が行われている国で所得計上されない問題が顕在化したことがきっかけとなってい
る （ 19）。
　その後、2013年 2月には、税源浸食に対する対応の方向性を示した OECD報告書『税
源浸食と利益移転への対応（Addressing Base Erosion and Proﬁt Shifting）』」が公表され、
さらに同年 6月には、「税源浸食と利益移転（BEPS）行動計画（Action Plan on Base Ero-
sion and Proﬁt Shifting）（20）」が公表された。その行動計画（アクションプラン）の行動
1に電子商取引の課税問題が挙げられ、電子商取引により、他国から遠隔で販売、サービ
スの提供等の経済活動ができることに鑑みて、OECD租税委員会は、電子商取引に対す
る直接税・間接税のあり方を検討する報告書を 2014年 9月までに公表するとしてい
た （21）。
　そして、2014年 9月 16日に 2014年報告書として 7つの成果物が公表され、その 1つ
として、行動 1「電子経済の課税上の課題への対処（Addressing the Tax Challenges of 
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the Digital Economy）（22）」が公表されている。
　その報告書では、電子経済のもたらす幅広い課税上の課題として、以下の 4つに集約
されるとしている（23）。
　　① 　物理的拠点を有しない電子経済において恒久的施設（PE）をどのように定義す
るか。
　　② 　企業が顧客・利用者等のデータの大量の収集から得ている経済的利益に対する当
該顧客・利用者等の所在地国による課税についてどのように考えるか。
　　③ 　クラウド・サービス等の新たなビジネスモデルから生じる所得を租税条約等の適
用上どのように分類するか。
　　④ 　B2C取引における付加価値税の徴収をどのように確保するか。
　そして、次のように今後の作業を提示している。
　　① 　国境を越える B2C取引における付加価値税の徴収については、WP9において
2015年末までに検討。
　　②　恒久的施設（PE）の概念については、行動 7（PE認定の回避）において検討。
　　③ 　電子経済の下での BEPS問題について、BEPSプロジェクトの他の分野において
対応がなされるようにするとともに、幅広い課税上の課題や考えうる対応策につい
て精査する。
　以上から、少なくともインターネットを通じて海外の消費者に役務提供した場合の消費
税の課税問題という観点から 2014年報告書を見ると、現時点での電子商取引に係る課税
上の問題点を掲げたにすぎず、対応策は今後の作業として 2015年末までに行動 9におい
て検討する、といっているようにこの問題を先送りにしたのである。
　なお、BtoB取引に係る消費税の課税問題については、2014年 4月に第 2回 OECD消
費税グローバルフォーラム（VATGF）が東京で開催され、「『OECD国境を越えた取引に
係る消費税ガイドライン（International VAT/GST Guidlines）』の成果に関する声明」が
公表された。そのガイドラインでは中立性の確保と BtoB取引における仕向地原則に基づ
く課税について確認されている（24）。
5.2.　わが国の動向
　政府税制調査会において、財務省から「国境を越えた役務の提供に対する消費税につい
て－制度案について－」が提示された（25）。その提示された改正案の内容は、①デジタル
コンテンツ等を役務提供の範囲に含めること、②内外判定基準の仕向地課税への徹底、③
リバース・チャージ方式及び国外事業者申告納税方式という新しい課税方式の提示、の三
つである。
　本稿で取り上げているインターネットを通じて海外の消費者に役務提供した場合は、も
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ともと国内取引として課税対象であり、輸出免税が適用できるかが問題なのであるから、
この改正案自体は直接的に関係ないようにも思える。
　しかし、上で見たように BEPSにおける動きとも合わせて捉えると、この改正案が関
係することがわかる。
　BEPSの動向でも見たように、BtoC取引係る消費税の課税問題については 2015年末
まで先送りされたものの、BtoC取引係る消費税の課税のあり方については、すでに EU
が導入しているような国外の事業者に登録・申告納税させる方法になるのではないかと思
われる。そこで、最後に、輸出免税と改正方向に係る問題について提起する。
6．輸出免税と改正方向に係る問題
　以上のように、BEPS及びわが国における BtoC取引に係る課税の動向をみると、日本
の事業者がインターネットを通じて海外の消費者に役務提供する場合、国外事業者申告納
税方式と同様の制度がその外国で制度化されていた場合、当該国の課税当局から当該外国
の法律にのっとって日本の事業者が登録や申告納税を求められる可能性も十分想定できう
ることがわかる。
　そうなると、現行の消費税法における輸出免税の規定のままで、海外の課税当局に登録
及び申告納税した日本の国内事業者は、先ほどのグーグルのケースのような場合、外国の
消費税（付加価値税）をわが国の事業者は本体価格に海外の消費税率分だけ上乗せして海
外の消費者に販売することになるというだけでなく、海外の消費者に販売したにもかかわ
らず輸出免税が適用できない、という問題に直面しそうである。
　輸出免税が適用されないと事業者自らが負担することになる消費税分だけさらに販売価
格に上乗せすることになるのではないだろうか。なぜなら、輸出免税が適用できなければ
通常の課税取引として消費税を納付しなければならなくなるからである。
　整理すると、輸出免税が適用できる場合には、国内事業者は販売価格に海外の消費税分
のみ上乗せした販売価格で海外の消費者に販売できる。他方、輸出免税が適用できない場
合には、国内事業者は販売価格にその海外における消費税分だけでなく、事業者が自己負
担する消費税分も上乗せした価格で販売する、すなわち、海外の消費税とわが国消費税の
自己負担分の両方を価格に上乗せして販売する、ということになるのではないかというこ
とである。
　結果として、輸出免税が適用できない場合には、そもそも輸出取引にはわが国消費税を
免除するという消費税本来の趣旨にも反し、また、そもそも免税をすることによって国際
競争力を確保するという観点からもわが国消費税の事業者自己負担分が上乗せされて海外
の消費者に販売されるということになるような事態の発生は、わが国のデジタルコンテン
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ツ産業の今後の発展を阻害することになるのではないかと危惧する。
7．むすびにかえて
　本稿では、国内事業者がインターネットを通じて海外の消費者に役務提供する場合に、
現行消費税法における輸出免税が適用されないケースがあることの問題点を取り上げ、そ
れと、今後、国内事業者が海外の課税当局等から登録・申告納税を求められた場合におけ
る問題を考察した。
　確かに、制度の厳格な運用という観点からは輸出したことの証明は必要であろう。しか
し、本稿で検討したように輸出免税の趣旨から考えれば、確実に国外に輸出したことが判
明しているケースのときに、輸出免税が適用できないというのは問題があろう。
　そもそも、インターネットを通じて取引されるという現行消費税法では対応できていな
い上記のような場合に、物品の場合と同様に厳格に証明が求められるというのは、法の趣
旨に照らして考えればいささか疑問を抱く。
　特に、インターネットの発達とともに、その取引形態のバリエーションも非常に多く
なってきていることから考えても、現行の消費税法は新たな取引形態に対応する必要が迫
られているのではないだろうか。
　政府税制調査会で提示された改正案を考えると、今後、事業者番号制度の導入やインボ
イス方式の導入等も議論されることになると考えられることから、これをきっかけとし
て、消費税法をインターネットを通じた取引形態においても対応できるように整備する必
要があると思われる。
※ 本稿脱稿後、2014年 12月 30日に与党から「平成 27年度税制改正大綱」が公表され
た。これによると、政府税制調査会において「国外事業者申告納税方式」と称していた
ものを、「登録国外事業者制度」と称していた。内容については基本的同じものとなって
いた。
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